
























 本稿に関連するドイツ民法の規定についての条文訳は､ 旧法については､ 法務
大臣官房司法法制調査部 ｢ドイツ民法典―総則―｣ 法務資料第445号 (1985)､
椿寿夫=右近健男編 『ドイツ債権法総論』 (1988)､ 椿寿夫=右近健男編 『注釈ド
イツ不当利得・不法行為法』 (1990)､ 右近健男編 『注釈ドイツ契約法』 (1995)､
新法については､ 岡孝編 『契約法における現代化の課題』 (2002)､ 半田吉信
報提供の結果､ 相手方が想定していなかった契約が成立した場合におい
て､ 当事者が契約関係の維持を求めている場合についての裁判例と学説








































まず､ 裁判例の紹介､ 分析をし(第二節)､ 学説を紹介する(第三節)｡




































































 ドイツ民事訴訟法287条 (損害調査等) １項 損害が発生したか否か､
及び損害額又は損害すべき利益の額がいくらにつき当事者間で争いがあるとき
には､ 裁判所はこれに関し､ すべての事情を評価して､ 自由な心証を持って裁
判する｡ (以下略)
 本判決は､ 潮見佳男 ｢ドイツにおける情報提供義務論の展開(1)～(3・完)｣
法学論叢(京都大学)145巻2・3・4号(1999)11頁で既に紹介されている｡ Ulrich
Gebhardt, Herabsetzung der Gegenleistung nach culpa in contrahend,



























 ドイツ民法旧第459条(物の瑕疵に対する責任) １項 物の売主は､ 買主
に対し､ 危険が買主に移転した時に､ 物にその価値又は通常の使用若しくは契
約によって予定された使用に対する適性を消滅又は減少させる欠点がないこと
について､ 責めに任ずる｡ 価値又は適性の重大でない減少は､ 考慮しない｡
























































 本判決の評釈として､ Tiedtke, Der Inhalt des Schadensersatzanspruchs





























 本判決の評釈として､ Volker Emmerich,JuS 1993, 866f.がある｡
の意味での性質保証ではないとした｡ しかしながら､ 買主が開発費用に
協力させられた場合､ 契約締結上の過失から生じる売主の責任が考慮さ
れるとし､ 買主は､ そのような場合､ 後に売主によって要求された開発






















 本判決の評釈として､ Albrecht Schlehe, IBR 2001, 459 ; S. Lorenz,
LM BGB § 276 (Fa) Nr 163 (9/2001) ; Christoph Becker, DStR 2001,
1399がある｡























 本判決の評釈として､ Haase, JR 1981, 466 ; Jurgen Basedow,



























 ドイツ民法242条(信義誠実に適った給付) 債務者は､ 取引の慣習を顧慮
し信義誠実に適うように､ 給付を行う義務を負う｡
 本判決の評釈として､ Volker Emmerich, JuS 1990, 844f., Werner








立した保証はなく､ 悪意もないとした｡ さらにSの言動は､ ドイツ民法
旧459条２項と旧463条１文による性質の保証にも当たらないとして瑕疵
担保責任の成立を否定した｡ なぜなら､ 輸入売上税支払義務は､ 売買目
的物の性質とは結びついていないからである｡




















 ドイツ民法254条(共働過失) １項 損害の発生に際し被害者の過失が共
































































合意をなしていないが､ しかし､ Sが故意で､ あるいは､ 過失により情
報提供を怠った場合には､ 保険法上の信頼責任の慣習的制度､ 契約締結
上の過失､ 積極的債権侵害に基づき､ AのSに対する給付義務が認めら






























上の地位(ここでは､ ｢システム自体の収益性｣ と ｢リスクの存在｣ と
｢売上・収益予測｣ が含まれていると思われる)について､ 誤った説明を












いる (金融商品取引法第13条､ 第17条)｡ ドイツにおいてはこのような取引法
上などの特別法上のものだけでなく､ 判例が発展させてきた一般私法上の目論





頁､ 本田純一 『契約規範の成立と責任』 (1999)222頁以下)｡ なお､ ドイツの取


















































































 本判決の評釈として､ Klaus Tiedtke, Schaden bei entgangenem
Vorsteuerabzug, DB 1989, 1321ff., Medicus, EWiR1988,1192がある｡






連邦通常裁判所は､ 次のように判断した｡ つまり､ Sに向けられた損
害賠償請求権は､ 保証契約の締結には基づかない｡ その請求権は､ Sが
税金支払の不確実さに関して瑕疵ある情報提供をしたことを理由とする















































 ドイツ民法旧276条(自己の過失責任) 1項 債務者は､ 別段の定めない限
り､ 故意および過失につき責任を負う｡ 取引に必要な注意を怠った者は､ 過失
ある者とする｡ 第827条及び828条の規定は､ この場合に適用する｡
２項 故意に基づく債務者の責任は､ あらかじめ免除することができない｡






た｡ 当該事例においては､ そのような信頼は認められなかったので､ 損
害賠償請求は否定された｡
[D-21]連邦通常裁判所1998年6月24日判決NJW1998,2900






いて､ 契約相手方が､ 有責な行為がなかったならば､ 締結された契約の
代わりに被害者に有利な他の契約を締結したであろう事が確定された場










 本 判 決 の 評 釈 と し て ､ Hans Stoll, JZ1999, 95ff. ； S. Lorenz,
Haftungsausfu¨llung bei der culpa in contrahendo: Ende der“Minderung
durch c.i.c?, NJW1999,1001f. がある｡
 本判決の評釈として､ Volker Emmerich, JuS 1999, 916f., Hans-Peter
Schwintowsky, EWiR 1999, 683f., Christoph Ann, JA 1999, 827ff., Peter
Bulow, LM BGB § 768 Nr 18 (7/1999), Horst Hammen, WuB I E 1
Kreditvertrag 1.99, Ulrich Kruger, VuR 1999, 229ff., Christoph M























































求められている事例として､ すでに幾度も取り上げられている｡ 円谷峻 『新・
契約の成立と責任』 (2004)278頁以下､ 潮見佳男 『契約法理の現代化』 (2004)






























 S. Lorenz, a.a.O.(Fn.27),S.1001f.
 Rudorf Nirk, Culpa in contrahendo - eine geglu¨ ckte richterliche
Rechtsfortbildung - QUO VADIS? In: FS fu¨r Philipp Mo¨hring zum
Geburtstag, 1975, S.73ff. (S 385ff, 398ff.) . ニルクの見解の概要について
は､ 円谷・前掲(注29)61頁以下参照｡
1977年判決では次のように表現されている｡ ｢契約締結上の過失に
よる被害者は信頼損害の賠償請求権を有し､ その損害は､ もちろん､ 履
行利益によって制限されず､ 信頼損害は個別的な場合にはむしろ履行利
























すべきときは､ 債権者は､ 原状回復に代えて､ それに必要な金額を請求するこ
とができる｡
ドイツ民法249条を挙げている裁判例として､ [D-3]､ [D-6]､ [D-8]､
[D-17]､ [D-22]がある｡ 挙げていない裁判例として､ [D-2]､ [D-7]､













とされた｡ [D-22]では､ 損害を与える行為がなければ､ 被害者にとっ
てより有利な他の条件で契約が成立したであろうことが確定している場










新法では､ 249条は２項に分かれた｡ 旧249条１文は新249条１項となり､ その
内容は変わっていない｡ 本稿においては､ 旧249条１文についても新249条１項
についても､ 249条１項と表記する｡
 [D-19] は､ 1977年判決自体は引用してないが､ [D-18]を引用している｡
因果関係の推定を認めずに､ 情報提供の相手方による因果関係の証明
がなされていないとする裁判例は､ ドイツ民法249条を根拠条文として


































1977年判決は､ ｢このような場合に､ 契約を維持する買主は､ 真の事
態を認識したならば売買契約をより有利な代金額で締結したであろうか
ら､ そのように扱われなければならない｣ とし､ ｢売主もまた当時この
条件の下で契約の締結に同意したであろうかどうかという点の証明は､
問題とならない｣ とした｡ そのような証明は ｢仮定的でありいずれにせ
よ不可能である｣ と述べているが､ 根拠としては曖昧であると考えられ
ている｡
信頼利益､ 履行利益概念との関連においては､ [D-9]では､ ｢他の契
約の成立｣ は履行利益といえ､ 因果関係の証明が必要であり､ ｢有利な












 [D-9]の考え方について､ ローレンツは単純にドイツ民法249条１項 (損害賠
償の種類と範囲) で考えればよいのではないかと批判している｡




損害賠償と減額が争われた裁判例は､ [D-1]､ [D-2]､ [D-3]､ [D-5]､
[D-7]､ [D-10]､ [D-11]､ [D-17]､ [D-19]､ [D-20]､ [D-21]､ [D-22]
である｡
[D-1]と[D-2]では､ 会社持分の売却の際に､ 会社の債務や損失が黙
秘された｡ [D-3] では､ 法律事務所の売却の際に､ 売上について不正
確な情報が提供された｡ [D-5]売却された土地の悪臭の程度について誤っ















































































































































ることができる｡ この方法で､ 裁判例は解決した｡ しかしながらこの際
に､ 解釈上と構造上の根拠は今まで解決されないままであった｡
有効に成立した契約関係を解消することは､ 直接的な経済的影響を与
える｡ つまり､ 契約関係の解消は､ 買主側の経済状況を混乱させること
を意味する｡ 組織的､ 構造的な事業が意味なく失われるばかりでなく､
企業売買の場合は､ 残された企業に対しても破滅的な影響を与える可能
性がある｡ なぜなら､ 構造､ 仕事の流れ､ 企業コンセプトは､ 新しい状
況に適応させなければならないからである｡ このような再編成を２回行














































 積極利益か､ 消極利益かが扱われている問題について､ Medicus, Anspru¨che
auf das Erfu¨llungsinteresse aus Verschulden bei vertragsverhandlungen?;










不法行為責任､ 契約締結上の過失､ 契約解釈､ 保証責任､ 表示責任があ
る｡ これらの制度について責任根拠(第一款)とそれにより導かれる効果
(第二款)についてドイツの学説を検討する｡ その際に､ 義務違反(情報











題に還元されないといえよう｡ なぜなら､ これらの概念は､ 擬制的因果関係と
ドイツ民法249条に結びついているからである｡
ドイツ民法251条(期間の指定なき金銭賠償) １項 原状回復が可能でな






















 ドイツ民法新434条(物の瑕疵)(ド民旧459条､ 旧468条) １項 物は､ そ
れが危険移転に際して､ 合意された性質を有するときに､ 物の瑕疵がない｡ 性
質が合意されていない限りにおいて､
１ それが契約に従って前提された使用に適切であり､ その他､
２ それが通常の使用に適しており､ かつ性質が､ 同種の物において通常であ
り､ かつ買主が物の種類に従って期待しうる性質を呈示する場合は､ 物には物
的瑕疵がない｡
２文２号に従った性質には､ 買主が､ 売主､ 製造者(製造物責任法４条１及び
２項)またはその補助者の公の表示に従って､ なかんずく､ 広告または物の特
定の性質についての表示において期待しうる性質もまた､ 属する｡ 但し､ 売主
が､ その表示を知らず､ かつ当然に知るべきでもなかった場合､ それが契約締
結時に同様な方法で訂正された場合､ またはそれが売買の決定に影響を及ぼし
えなかった場合を除く｡






















































は旧462条 (解除､ 減額) により､ 瑕疵担保解除又は減額を請求する
ことができた｡ さらに､ ドイツ民法旧463条により､ ｢売買の目的物が売
















 ドイツ民法旧462条(解除､ 減額) 買主は､ 第459条及び第460条の規定に
より売主が責任を負うべき瑕疵に基づき､ 売買の解消(解除)又は売買代金の引
き下げ(減額)を請求することができる｡





条) １項 売買契約により物の売主は､ 買主に物を引渡し､ 物の所有権を
移転する義務を負う｡ 売主は､ 物及び権利の瑕疵のない物を移転する義務を負う｡
 ドイツ民法新437条(瑕疵における買主の請求権及び権利)(ドイツ民法旧480
条１項､ 旧476a条) 物に瑕疵があるときは､ 買主は､ 以下の条項の要件が
存在し､ かつ異なった定めのない限り､
１ 439条に従って追完履行を請求し､


























































 Andre´ Pohlmann, Die Haftung wegen Verletzung von
Aufkla¨rungspflichten : ein Beitrag zur culpa in contrahendo und zur
positiven Forderungsverletzung unter Beru¨cksichtigung der
Schuldrechtsreform, 2002, S.117f. 企業に関する瑕疵を契約締結上の過失で




























 Medicus, Verschulden bei Vertragsverhandlungen, Gutachten und
Vorschla¨ge zur U¨berarbeitung des Schuldrechts, Bd.1,1981,S.539.
 Medicus, a.a.O.(Fn.56),S.539.
 右近編・前掲(注1)62～63頁[今西康人]､ 半田・前掲(注1)286頁｡








がなされ､ または､ 必要な情報が提供されなかった場合には､ 契約締結
上の過失責任は排除されるのである｡ 例えば､ 企業､ 営業の持分の売買



























 Peter Krebs, in: Barbara Dauner-Lieb/Thomas Heidel/Manfred Lepa/
Gerhard Ring(Hrsg), Schuldrecht: Erla¨uterungen der Neueregelungen
zum Verja¨ rungsrecht, Schuldrecht, Schadensersatzrecht und Mietrecht



















































 Ulrich Gebhardt, Herabsetzung der Gegenleistung nach culpa in cont
rahend, 2001, S.13.
 Canaris, Leistungssto¨rungen beim Unternehmenskauf, ZGR1982,395
(423); Pro¨lss, Die Haftung des Verka¨ufers von Gesellschaftsanteilen fu¨r
Unternehmensma¨ngel, ZIP1981,337(344,346); Willemsen, Zum Verha¨ltnis
von Sachma¨ngelhaftung und culpa in contrahendo beim
Unternehmenskauf, AcP182(1982)515(555) ; Soergel/Wiedemann, BGB,




 Ulrich Gebhardt, a.a.O.(Fn.67), S.117.




















































 Andre´ Pohlmann, a.a.O.(Fn.53), S.117.
 Martin Schermaier, Anm.zu BGH, JZ1998,855.
 瑕疵担保責任の要件を満たさずに契約締結上の過失で解決される場合の損害
賠償の範囲については､ 本款(ii)③を参照｡






























 ドイツ民法新276条(債務者の責任) １項 債務者は､ より厳格なまたは
より緩和された責任が､ 定められても､ また債務関係のその他の内容､ なかん
ずく､ 担保または性質危険の引き受けから引き出されもしない場合は､ 故意及
び過失について責を負わねばならない｡ 827条及び828条の規定が準用される｡
 ドイツ民法新453条(権利の売買)(ドイツ民法旧433条１項､ 旧437条､ 旧438
に分類され､ その規定は物の売買の規定を準用している｡ 物ばかりでな








意がない場合は､ 客観的な標識によって補完される｡ さらに､ 新たに















条､ 旧445条､ 旧448条､ 旧451条) １項 物の売買に関する規定は､ 権利及
びその他の客体の売買に準用される｡
 Andre´ Pohlmann, a.a.O.(Fn.53), S.117.
 半田・前掲(注1) 286頁｡
 半田・前掲(注1) 251頁






























 Andre´ Pohlmann, a.a.O. (Fn.53),S.117.
契約関係を維持した場合の効果としては､ 旧法においては､ 減額権の
ほか､ 故意による黙秘あるいは性質保証があった場合には積極利益の賠

























 Ulrich Gebhardt, a.a.O.(Fn.67), S.13.
 過失による場合には､ 契約締結上の過失責任が追及されうる｡ 契約締結上の
過失責任に関しては､ 本款(ii)③参照｡
























































 RG Recht 1908 Nr.3797; RG WarnRspr. 1915 Nr.7; RG WarnRspr.
1916 Nr.274.
 RG Recht 1908 Nr.3797.
詐欺が成功しなかった場合に存在したであろう事情が､ むしろ原則と























 当該情勢について明言しているものとして､ RG Recht 1913 Nr.282｡ さら










があることを問題なく認めた｡ その際に､ 責任範囲が問題となった｡ 責
任範囲に関する古い判決に基づいて､ ライヒ裁判所は次のように判断














































 BGH NJW1960,237,238; BGH BB1969,696; BGHZ57,137,139=JZ1972,438;
Mu¨nchKomm/BGB Westermann § 249 Rdn.17; Palandt/Putzo §823
Rdn.159.
 Schermaier,a.a.O.(Fn.76),S.857f.















本稿は､ 平成21年度科学研究費補助金 (若手研究 (スタートアップ) 課
題番号20830009) の助成による研究成果の一部である｡
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